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米国金融政策（2021年1月）
パウエルFRB議長の緩和的な金融政策姿勢

1/1

2021年1月28日

最大雇用と物価安定の責務の達成を最優先

2021年1月26･27日（現地、以下同様）に開催されたFOMC（米国連邦公開市場委員会）では、政策金

利であるフェデラル・ファンド・レートの誘導レンジが0～0.25%に、国債とMBS（住宅ローン担保証

券）の購入額がそれぞれ月800億米ドル、400億米ドルに据え置かれました。声明文では、経済動向を左

右する要因としてワクチンの進展を強調し、それがリスク要因としつつも、パウエル議長は年後半の景気

見通しの改善に言及しています。実際、ワクチンの接種が進めば、経済対策の効果と相俟って、景気は上

振れが期待されます。一方、FOMCの責務である最大雇用と物価安定には遠く、昨年12月に示された量的

緩和の縮小の指針である「責務への更に顕著な進展」にはある程度の期間を要するとし、その時期を議論

するのは尚早とも発言しており、当面の政策変更は予想されません。

パウエル議長の記者会見で印象的だったのは、雇用と物価に係る慎重な見通しの下、金融の安定に目配

りをしつつも、最大雇用と物価安定の責務の達成に傾注する姿勢です。金融の安定への対応は規制・監督

などのマクロプルーデンス政策を用いるとし、資産バブルに抗するために金融引き締めで景気を減速させ

ることには消極的です。新型コロナウイルス問題が収束に向かうことが大前提ですが、緩和的な金融環境

の継続は、リスク資産にとって引き続き追い風と見られます。

（%）

FRBの総資産と内訳政策金利と長期金利

（出所）ブルームバーグ

（2019年1月初～ 2021年1月27日）

（出所）FRB（米国連邦準備制度理事会）

（兆米ドル）
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フェデラル・ファンド・レート

10年国債利回り

※フェデラル･ファンド･レートは誘導レンジの中心を表示
※決定日ベース
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